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業務委託基本契約書 

 

 

一般社団法人福山市医師会（以下「甲」という。）と（以下「乙」という。）とは、甲が乙に委託

する業務に関し、以下の通り請負業務委託基本契約（以下「基本契約」という。）を締結する。 

 

第１条（信義誠実の原則） 

甲および乙は信義誠実の原則により、相互の信頼関係を維持し、誠意をもって基本契約を履

行するものとする。 

 

第２条（基本契約の適用） 

基本契約は、乙が請け負う業務（以下「請負業務」という。）に関する個別契約書、覚書、

注文書・注文請書等（以下「個別契約」という。）のすべてに適用されるものとする。 

 

２． 個別契約において、基本契約と異なる条項の契約を取り交した場合、その事項に関しては個

別契約を優先するものとする。 

 

第３条（個別契約の成立） 

個別契約は、内容を特定した業務について、納期、成果物、委託料およびその支払方法等を

明記した個別契約を甲乙間で取り交すことにより成立するものとする。 

 

２． 甲が個別契約の締結を実施する場合は、代理人選任を実施し当該部門の責任者等を指名し個

別契約の締結を実施することができる。 

 

３． 個別契約において、注文書・注文請書を用いる場合、乙は注文書の発行日から７日以内に注

文請書を甲に提出するものとする。甲が当該期間内に乙より注文請書または書面等による注

文拒絶の通知を受領しなかったとき個別契約は成立したものとみなす。 

 

第４条（個別契約の変更） 

甲および乙は、個別契約の内容を変更する必要が生じた場合は、速やかにその旨を相手方に

通知し、相手方との協議により個別契約を変更できるものとする。 

なお、個別契約を変更する場合は、当該個別契約にかかる注文書等を訂正し、または、新た

に注文書・注文請書を取り交すものとする。 

 

第５条（請負人の責任） 

乙は、請負業務の完成について事業主としての財政上および法律上のすべての責任を負うも

のとする。 

 

２． 乙は、請負業務に従事する乙の役員・従業員（派遣労働者を含む。以下「従業者」と言

う。）に対し使用者として法律上規定されたすべての義務を負うとともに、如何なる場所に

おいても乙の就業規則を適用するものとする。 

 

第６条（指揮命令） 

乙は、必要がある場合、請負業務の遂行に当たり指揮命令責任者を定め乙の従業者に対する

指揮命令を行わせるものとする。 

 

２． 指揮命令責任者は、甲と協議の上請負業務を遂行し、乙の従業者に対し請負業務遂行、労働

時間等の労務管理、安全衛生管理、企業秩序の維持確保等に関する一切の指揮命令を行うも

のとする。 

 

第７条（主任担当者選任） 

甲および乙は、請負業務を円滑に推進するため、それぞれ主任担当者を選任し書面をもって

相手方に通知するものとする。 
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２． 甲および乙は、請負業務処理のための連絡、確認等は原則として主任担当者を通じて行うも

のとする。 

 

第８条（従業者の選任変更） 

乙は、請負業務を遂行するに足りる能力を有する者を従業者として選任しなければならず、

乙の従業者の異動、退職、また長期休業等により請負業務に支障をきたす恐れがある場合は

従業者の選任変更をもって充足しなければならないものとする。 

選任変更が予め見込まれる場合は、乙は少なくとも１ヶ月前までに甲に対して書面をもって

連絡しなければならないものとする。 

 

第９条（再委託の禁止） 

乙は、請負業務の全部または一部を第三者に請け負わせることは出来ない。 

 

２． 但し、事前に甲に書面による承諾を得たときはこの限りではない。乙が第三者への再委託を

行う場合乙は、甲に対し当該第三者の行為について全責任を負うものとする。 

 

第１０条（作業場所） 

乙の従業者が、機密保持または業務遂行の必要から甲の事業所内或いは甲指定の作業場所内

で作業を行う必要がある場合、甲は乙に対し乙の従業者が業務遂行出来るよう作業区画を定

め作業場所を提供する。 

この場合、使用方法、料金等の使用上の条件は甲乙別途協議の上個別契約をもって取扱いを

定めるものとする。 

 

２． 前項の場合、乙は、乙の従業者を乙の指揮命令責任者の監督下において請負業務に従事させ

るとともに、甲が職場秩序維持のために定めた甲の諸規則、規定、規準および甲の指示に則

って行動させるものとする。 

 

第１１条（業務委託仕様書） 

甲は、乙に対する業務の内容（仕様、成果物、納入期限等）を特定するための業務委託仕様

書（以下「委託仕様書」という。）を作成する。 

乙は、基本契約、個別契約および委託仕様書に基づいて業務を完了させるものとする。 

 

第１２条（貸与物件） 

甲は、乙が請負業務の完成のために必要とするコンピュータその他の周辺機械器具、什器備

品、原票、技術資料、ソフトウェア、また、通信施設等の使用について、乙より提供の要請

があり甲がその必要性を認めた場合には速やかに乙へ貸与提供するものとする。 

この場合、使用方法、料金等の使用上の条件は甲乙別途協議の上個別契約をもって取扱いを

定めるものとする。 

 

第１３条（貸与物件等の管理） 

乙は、第１０条および第１２条の規定により甲より使用を許された作業場所、機械設備、そ

の他の貸与物件等の一切について善良な管理者の注意義務をもってこれらを管理、保管し、

業務完了後は、甲の指定する期限までに甲に返還するものとする。また、甲の要求があった

場合には直ちに甲に返還するものとする。 

 

２． 乙は、貸与物件等を甲の指定した目的以外に使用しないものとし、乙の従業者にも甲の指定

した目的以外に使用させないものとする。 

 

３． 乙は、甲からの貸与物件等の全部または一部について甲の承諾を得ないで複製してはならな

いものとする。 

 

４． 乙の従業者の故意または過失により貸与物件等に交換、修理または調整の必要が生じた場合

乙はその費用を賠償しなければならない。 
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第１４条（事故等の報告） 

乙は、乙が請負業務の遂行に支障を生ずる恐れのある事故の発生を知った時は、その事故の

帰責事由如何にかかわらず直ちにその旨を甲に報告し、速やかに応急措置を施した後、遅滞

無く書面により詳細な報告ならびに以後の方針案を提出するものとする。 

 

第１５条（乙の事業所への立入り等） 

甲は、作業状況、品質管理、進捗状況、提供品等の使用・保管状況および遵法状況を検査す

るため、または委託内容の中間検査を実施する必要が生じた場合は甲の指定する者を乙の事

業所もしくは作業場所等に立ち入らせ、必要に応じた改善を要求し、その報告を求めること

が出来る。 

 

第１６条（成果物の納入） 

乙は、個別契約に定められた納入期限、納入場所その他の条件に従い個別契約所定の成果物

を納入しなければならない。 

 

第１７条（納入期限の変更） 

甲乙双方、または何れかのやむを得ない事由により納入期限の変更が必要となった場合には、

甲乙協議の上これを変更することが出来るものとする。 

 

２． 乙は、天災その他不可抗力により納入期限までに成果物を納入することが困難となった時は、

速やかに甲に報告し納入期限の延長を求めることが出来るものとする。 

 

３． 甲は、前項による乙の求めが正当と認めた時は納入期限を延長するものとする。 

 

第１８条（検査および検収） 

甲は、成果物の受領後個別契約所定の検査期間内に検査を行い、乙に対し検査検収明細書を

作成し通知するものとする。 

この場合、甲は必要に応じて乙の立会いを求めることが出来るものとする。 

 

２． 請負業務のうち成果物の作成以外の業務については、乙は個別契約所定の時期に当該業務遂

行状況についての報告書を作成して甲に提出するものとし、甲は報告書受領後個別契約所定

の検査期間内に当該業務について検査を行い、乙に対し書面をもって検査結果を通知するも

のとする。 

 

３． 前各項の検査に合格した時をもって検収とする。 

 

第１９条（再検査） 

前項の定めに基づいて検査を行った結果、不合格の成果物があった場合、乙は甲の承認する

期間内に成果物を完成させ、または業務を完全に履行した上甲の検査を受けるものとする。 

 

２． 再検査および検収の手続きについては前条文に準じるものとする。 

 

第２０条（検査期限の延長） 

甲は、第１７条の理由により所定の検査を完了させることが困難になった場合には、乙に対

して検査期限の延長を求めることが出来るものとし延長期限は甲乙協議してこれを定める。 

 

第２１条（請負代金および支払方法） 

甲は、乙に対し請負業務の対価として、個別契約所定の請負代金を所定の方法により支払う

ものとする。 

 

第２２条（契約不適合責任） 

乙は、基本契約、個別契約および委託仕様書に定められた範囲内において、成果物の納入後

発見された不適合について無償で補修する責を負う。 
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但し、納入後甲が独自に成果物に対して機能の追加、変更修正等行った場合、これに起因す

る契約不適合については、乙はその責を免れるものとする。 

 

２． 無償補修期間は検収後１年間とする。 

 

第２３条（機密情報） 

「機密情報」とは、本条(1)から(3)の何れかの方法により、甲によって乙に開示された情報を

言い、乙は、甲から開示された機密情報の取扱いについては、第２４条の定めに基づき機密

を保持しなければならない。 

(１) 甲から乙に委託する「個人情報」を含む委託物は、全て「機密情報」として取扱う。

（ＦＡＸ、電子メール等の電子情報により伝達される場合を含む。） 

(２) 甲から乙に、書面により開示した「機密情報」または「秘密情報」である旨刻印した情

報は「機密情報」として取扱う。 

（ＦＡＸ、電子メール等の電子情報により伝達した情報も含む。） 

(３) 甲から乙に開示された技術上、または営業上の情報で口頭説明等により「厳秘」、「守

秘」を指示され提供された情報も「機密情報」として取扱う。 

 

２． 前項の条文にかかわらず以下に該当する情報は機密情報とはみなされず、乙は当該情報につ

いて何ら義務を負わないものとする。 

① 開示のとき、既に乙が所有していた情報。 

② 開示のとき、既に公知となっていた情報。 

③ 開示後、乙の責によらずに公知になった情報。 

④ 守秘義務を負わず第三者から正当に入手した情報。 

⑤ 乙によって独自に開発した情報。 

 

第２４条（機密保持） 

乙は、機密情報を機密に保持し、第三者に漏えい、開示（出願行為を含む）しないものとす

る。但し、次の各号に該当する場合に限り、乙は機密情報を開示することが出来るものとす

る。 

(１) 乙が、個別契約遂行のために、第９条第２項により甲の許諾を得た再委託先への機密情

報の開示を必要とし、甲の書面による事前同意を得た場合。但し、乙は、当該再委託先

に対して第２３条から第２９条の条文と同等の義務を課し、その履行につき責任を負う

ものとする。 

(２) 法的手続き、政府機関または法律により、乙が甲の機密情報の開示を要求された場合。

但し、かかる開示は必要最小限の範囲で行われるものとし、かかる開示先による第三者

への再開示を防止するための手段を講じるものとする。 

 

２． 乙は機密情報を本契約書の目的のために知る必要のある最小限の従業者にのみ開示するもの

とし、これらの従業者が機密情報を他の従業者あるいは第三者に漏えい、開示することのな

いよう厳重な機密管理を行うものとする。 

 

３． 乙は、乙の従業者に対し、前項の義務を遵守させるための機密保持契約締結、あるいは誓約

書受理等の方法で機密保持管理と重要性を指導管理するものとする。 

 

第２５条（流用禁止） 

乙は、機密情報の全部または一部を、個別契約遂行の目的にのみ使用し、開示者の書面によ

る事前同意なく他の目的には使用しないものとする。 

 

第２６条（複製） 

乙は、甲の書面による事前同意なく機密情報の複製（電子情報の転送を含む）を行わないも

のとする。但し電子情報により伝達された機密情報については一部に限りプリントアウト

（印刷）することが出来るものとする。 
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第２７条（廃棄および返還） 

乙は、甲より要求があった場合、機密情報の全部または一部（前条により複製を認められて

いた場合は、複製分も含む）を直ちに廃棄または消去するものとする。なお、甲が機密情報

の全部または一部の返還を要求した場合は、乙はこれに従うものとする。 

 

２． 前項に基づき乙が機密情報の全部または一部を廃棄若しくは消去した場合、あるいは開示者

に返還した場合であっても当該機密情報に関する乙の守秘義務は、第２３条から第２９条に

定めた条文に従い存続するものとする。 

 

第２８条（不許諾） 

甲が、機密情報を乙に開示した場合といえども機密情報に基づくいかなる権利も乙に許諾さ

れていないものとする。 

 

第２９条（残存事項） 

第２３条から第２８条の条文は、基本契約終了後および個別契約終了後も有効に存続する。 

 

第３０条（権利帰属） 

乙が製作した成果物に関する、有体物の所有権、著作権（著作権法第２７条および第２８条

に定める権利を含む。以下同様。）、およびその他知的財産権の一切の権利は、甲に帰属ま

たは検収の時をもって移転するものとする。 

 

２． 乙は、成果物に関し、甲および甲の指定する第三者に対し、著作者人格権を行使しないもの

とする。 

 

３． 乙が、業務を第三者に再委託する場合、当該第三者に対し成果物に関する著作者人格権を甲

および甲の指定する第三者に対し行使させないよう必要な措置を講ずるものとする。 

 

第３１条（著作権、特許権等の侵害への対応） 

乙から甲に納められた成果物またはその成果物使用が、第三者の特許権（実用新案権、意匠

権を含む。）または著作権を侵害するものとして第三者から甲または甲の顧客に対して訴訟

が提起され、または、使用許諾料等の請求がなされた場合、乙は自己の費用と責任において

これを解決するものとする。 

 

第３２条（権利譲渡の禁止） 

乙は、甲の書面による事前の承諾を得ないで、基本契約および個別契約ならびにそれらに関

して発生する一切の権利または義務を第三者に譲渡あるいは継承、または担保の目的に供し

ないものとする。 

 

第３３条（損害賠償） 

乙は、乙による基本契約および個別契約に基づく請負業務遂行上、乙の責に帰すべき事由に

より発生した甲の損害および費用（合理的な弁護士費用を含む。）を負担するものとする。 

 

第３４条（契約解除および解約） 

甲または乙が、次の各号の何れか一つに該当した場合、相手方は何等の通知、催告を要せず

基本契約および個別契約の全部あるいは一部を解除することが出来るものとする。 

(１) 重大な過失または背任行為があった時。 

(２) 支払の停止または仮差押え、差押え、競売、破産、民事再生手続き開始、会社更生手続

き開始、会社整理開始若しくは特別清算開始の申立てがあった時。 

(３) 手形交換所の取引停止処分を受けた時。 

(４) 公租公課の滞納処分を受けた時。 

 

２． 甲乙何れかに基本契約に違反する行為があり、通知催告にもかかわらずその行為が是正され

なかった場合には、通知催告側より基本契約を解除することが出来るものとする。 
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３． 契約の有効期間にかかわらず甲乙双方とも２ヶ月の予告をもって、基本契約を将来に向かっ

て解約することが出来るものとする。 

 

第３５条（契約内容の変更） 

基本契約および個別契約の内容は、甲乙双方記名押印した書面によってのみ変更することが

出来るものとする。 

 

第３６条（契約有効期間） 

基本契約の有効期間は契約締結の日より１年間とする。但し、甲または乙より有効期間満了

２ヶ月前までに書面による基本契約終了の意思表示が無い限り、自動的に期間満了の翌日か

ら１年間延長されるものとし以後も同様とする。 

 

２． 前項の定めにかかわらず、乙に委託した個別契約業務の、全部または一部が完了していない

場合は、第３４条第３項にかかわらず委託業務完了までの間においては、基本契約は有効に

存続するものとする。 

 

第３７条（合意管轄） 

基本契約および個別契約に関し訴訟の必要が生じた場合は、甲の所在地を管轄する裁判所を

管轄裁判所とする。 

 

第３８条（協議） 

甲および乙は、基本契約および個別契約の内容について、疑義が生じた場合あるいは定めの

無い事項で協議が必要となった場合は、信義誠実の原則に従い双方円満な協議によりこれを

解決するものとする。 

 

以上、本契約の締結を証して本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有するも

のとする。 

 

 

 

 

      年  月  日 

 

 

甲   広島県福山市三吉町南２丁目１１番２５号 

    一般社団法人 福山市医師会 

    会長   西岡 智司 

 

 

 

乙 

 

 


